第１号様式

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日　
木更津市長　渡　辺　芳　邦　様

　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先（電話）

指定管理者指定申請書
　
木更津市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例第３条の規定により、次の公の施設について、指定管理者の指定を受けたいので申請します。

１　施設の名称　木更津市身体障害者福祉センター
別紙

団 体 役 員 表

	役　　職
	氏　　名
	生年月日

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	この表は、指定管理者から暴力団等を排除するために下記の暴力団排除措置事由の該当の有無を木更津警察署に照合するためのものです。

                          　　

　　　　　　　　　　　　　　　所在

　　　　　　　　　　　　　　　名称

　　　　　　　　　　　　　　　代表　　　　　　　　　　　　　　　　印




暴力団排除措置事由
1 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「暴力団対策法」という。）第２条第２号に規定するものをいう。以下同じ。）又はそれらの利益となる活動を行う団体であるとき。
2 役員等が暴力団員（暴力団対策法第２条６号に規定するものをいう。）もしくはこれに準ずる者（以下「暴力団関係者」という。）であるとき又は、暴力団関係者が経営に実質的に関与しているとき。
3 役員等が、自社、自己もしくは第三者の不正の利益を図り、又は第三者に損害を与える目的をもって、暴力団の威力又は暴力団関係者を利用するなどしているとき。
4 役員等が、暴力団又は暴力団関係者に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど積極的に暴力団の維持、運営に協力し、もしくは関与しているとき。
5 役員等が、暴力団または暴力団関係者と社会的に非難されるべき関係を有しているとき。
6 役員等が、暴力団関係者であることを知りながら、これを不当に利用するなどしているとき。
第２号様式
施設の運営に係る事業計画書
１　利用者の平等な利用の確保に配慮されたものであること（評価項目１）

　(1)　団体の経営理念及び運営を行うにあたっての基本方針について記載してください。

(2)  利用者の平等な利用の確保について記載してください。

２　施設の効用を最大限に発揮しているものであること（評価項目２）

(1)　施設の設置目的を理解し、管理者意識をもって運営への取組みについて記載してください。

(2)  利用者に対するサービス向上及び苦情処理体制について記載してください。

(3)  利用促進、利用者増への取組みについて記載してください。

(4)　施設の効率的運営、効率化への取組みについて記載してください。

(5)　施設運営の安全性への配慮について記載してください。

(6)  個人情報の保護に対する考え方やその管理について記載してください。 

(7)　その他,施設運営に関して、新たな提案・企画があれば記載してください。

３　公の施設の管理を安定して行う人員、資産その他の経営の能力を有し、又は確保できる見込みがあること（評価項目３）

(1)　組織図（運営体制）を記載してください。

(2)　類似施設等の運営実績等について記載してください。

(3)　施設の目的に沿った運営のために必要な職員等の勤務体制（雇用関係、給与、勤務時間等）ついて記載してください。

(4)　経費節減のための工夫等について記載してください。
４  その他（評価項目４）

　障害福祉向上のための取組について記載してください。

第３号様式（６－(3)）

施　設　運　営　に　係　る　収　支　計　画　書
※収支計画について記載してください。　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	項　　　目
	令和８
年度
	令和９
年度
	令和10
年度
	合　計
	参考数値

（Ｒ６決算額）

	収

入
	指定管理料
	
	
	
	
	

	
	（　　　　　　　　　）
	
	
	
	
	

	
	合　　　計
	
	
	
	
	

	支

出
	人件費
	給　与
	
	
	
	
	

	
	
	手　当
	
	
	
	
	

	
	
	その他
	
	
	
	
	

	
	
	（　　　　　　　）
	
	
	
	
	

	
	
	計
	
	
	
	
	

	
	事

務

費
	旅費交通費
	
	
	
	
	

	
	
	管理用消耗品
	
	
	
	
	

	
	
	器具什器費
	
	
	
	
	

	
	
	印刷製本費
	
	
	
	
	

	
	
	通信運搬費
	
	
	
	
	

	
	
	手数料
	
	
	
	
	

	
	
	賃借料
	
	
	
	
	

	
	
	租税公課
	
	
	
	
	

	
	
	雑費
	
	
	
	
	

	
	
	負担金
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	　　　　　計
	
	
	
	
	

	
	その他
	（退職共済預け金支出）
	
	
	
	
	

	
	
	（　　　　　　　　　）
	
	
	
	
	

	
	
	（　　　　　　　　　）
	
	
	
	
	

	
	
	（　　　　　　　　　）
	
	
	
	
	

	
	合　　　　　計
	
	
	
	
	


※（　）は、新たな提案等、任意の項目や金額を書き入れてください。
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